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①計画策定の背景 

１ これまでの行財政改革の取組

平成 14（2002）年度に「財政危機宣言」を行った以降、４次
にわたる行財政改革プランを策定し、改革を進めてきた結果、

約 3,000人の職員数削減など大きな効果
しかしながら、本市を取り巻く環境は大きく変化するとともに、

さまざまな課題が顕在化してきており、これまでの取組の検証

等を踏まえた新たな行財政改革の推進が必要な状況

２ 現状と課題

（１）人口減少期を見据えた行財政運営の必要性

引き続き見込まれる人口の増加等による市民ニーズに的確に

対応しながら、将来確実に到来する人口減少期を見据えた行政

運営の仕組へと変革させる、大変難しい取組を進めなければな

らない状況

（２）計画的な財政運営の必要性

市税収入は近年増加傾向にある一方で、生活保護世帯数の増加

や待機児童対策の推進等による扶助費の増加とともに、公債費

は毎年度 700億円を超える規模で推移しており、義務的経費の
歳出予算に占める割合は平成 22（2010）年度以降 50％を超え、
財政の硬直化が進んでいる状況

これまでの行財政改革による職員数削減の財政的効果は、年々

増加する扶助費に相殺されている状況

今後も、経済成長に伴う市税等の増収が見込まれる一方で、社

会保障関連経費の増加や大規模施設の整備などにより財政需

要が増加することから、これらを注視した計画的な財政運営が

必要な状況

（３）中長期を見据えた施設の効率的な維持管理や保有量の最適化

の必要性

10年後には、床面積ベースで公共建築物の約 7割が築 30年以
上となり、老朽化に伴う大規模修繕・更新期の到来が懸念され

る状況

公共建築物の床面積は、平成 16(2004)～平成 25(2013)年度の
10年間で約 21万㎡増加しており、中長期にわたる財政負担増
大が懸念される状況

（４）市民満足度の一層の向上の必要性

郵送と、他の政令指定都市との比較検討を行うためのインター

ネットを活用した「ＷＥＢ版」の２つの手法による市民アンケ

ートによれば、「満足している」と「ある程度満足している」

を合わせた割合は、郵送版では 53.0％で半数を上回る水準とな
っており、ＷＥＢ版では 38.4％で政令指定都市中第１位の水準
今後も最上位の維持と、更なる水準の向上に向け、市民との積

極的な情報共有を通じ、市民ニーズをより的確に捉えながら、

人的資源や財源などを再配分し、真に必要とされるサービス提

供を行うことなどにより、市民満足度の更なる向上を図ってい

くことが必要な状況

図表 人件費・扶助費 一般会計決算額(一般財源ベース) 

図表(1) 公共建築物の建築年別床面積

図表(2) 公共建築物の総床面積の推移

図表 本市将来人口推計（平成 26（2014）年８月）
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図表 「日々の生活に身近な行政サービスについての満足度」

の市民アンケート

満足している・
ある程度満足している

どちらともいえない
あまり満足していない・
満足していいない

郵送版① 53.0% 28.5% 17.3%

ＷＥＢ版② 38.4% 39.0% 22.6%

差異（①－②） 14.6% ▲10.5% ▲5.3%

全政令指定都市平均値 33.7% 42.7% 23.6%

政令指定都市最高値 38.4%
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（５）改革意識を持った職員の育成の必要性

「かわさき市民アンケート」によれば、「職員の意識改革が進

んできているか」については、平成 18（2006）年度から平成
25（2013）年度にかけて、〈そう思う〉、《そう思わない》とも
に減少している結果、「どちらともいえない」が大幅に増加

（〈 〉・《 》は図表脚注参照）

これまで以上に市民目線で日々の業務改善に取り組む職員意

識の醸成に向け、「働きやすさ・働きがいに関する職員アンケ

ート」の結果も踏まえながら、計画的な人材育成などにより、

自発的かつ日常的に改革が実践される環境づくりが必要な状

況

~働きやすさ・働きがいに関する職員アンケートから～

中堅職員が、過度な負担がかかっており、かつ、効率的に業務が行われて
いないと感じる傾向が強い
係長級が、仕事上での過度なストレスを感じる傾向が強い
主任、職員が、職場等での方針周知が足りておらず、また、職場の方針や
業務の進め方の決定への参加の機会が少ないと感じる傾向が強い。
管理職とそれ以外の職員とで満足度の差が大きい

（６）これまでの改革の検証に基づく手法転換の必要性

従来からの、職員数の削減を一つの目標とした「量的改革」は

行政体制のスリム化の面で一定の効果を上げてきたが、今後、

これまでと同程度の職員数削減は困難であり、効果は限定的

今後必要とされる職員の能力・意識や、組織風土、職場環境等

に関するさまざまな課題が顕在化

効果的な民間活用の視点からの課題

事業者と連携して事業を適切にマネジメントする職員能力

の向上

本市による適正なモニタリング体制の構築

職員の必要な技術・技能の確保

多様な主体との協働・連携の一層の推進の視点からの課題

協働・連携により地域課題を解決する職員能力の向上

協働・連携を一層効果的に推進する体制等の基盤の構築

効率的・効果的な業務の進め方の視点からの課題

チームワークによりさまざまな課題を解決する組織風土と

意識の醸成

内部事務のスリム化

単純な事務ミスの解消

その他全般的な課題

恒常化した時間外勤務の縮減

メンタルヘルス不調者を生まない職場づくり など

また、多様化・増大化する市民ニーズや課題に、量的改革や、

トップダウンの一律的な改革手法のみで対応していくことは

困難な状況

したがって、必要な量的改革は引き続き推進しながら、市民満

足度の向上を目標に据え、改革手法の転換を図ることが必要な

状況

②計画の考え方

１ 計画の目的と位置付け

「行財政改革に関する計画」は、「最幸のまち かわさき」の実

現に向けた新たな総合計画に掲げる政策・施策を着実に推進するた

め、必要な経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を確保し、市民

満足度の高い市政運営を推進するものとして位置付ける。

⇒成長と成熟が調和し、誰もが幸せを感じられる川崎に向けた施策

を推進するため、

【ヒト】将来を見据え、必要な人材や組織を確保し、

【モノ】市民満足度の向上に向けた質の高い市民サービスの

提供を確保し、

【カネ】中長期的視点に立ったあらゆる手法により財源を

確保し、

【情報】市民との情報共有を確保

していくことが、今後の行財政改革の目的

２ 基本理念

これまで経験したことのない社会状況の変化に対応していく

ためには、行政運営の手法や市役所を変革させていく必要があ

り、また、本市の実情に応じた独自の考え方や創意工夫により

「最幸のまち」を実現していく必要がある。

前例や固定観念等に捉われず、「市民目線」を基本とした発想

の転換により、あらゆる行政運営やまちづくりの手法を自己決

定、自己責任で変え、成功事例を積み重ねていくことで、質の

高いサービスを継続的に提供し、地域全体が発展し続けるまち

づくりを進めていくことが可能となることから、こうした「自

律」による市政運営への変革に向け、次の４つの基本理念に基

づく行財政改革を推進する。

（１）市民との情報共有と市民ニーズを的確に把握するための基盤

の構築

市民主体のまちづくりに向け、地域に根差した課題解決を行う

ための情報発信・共有や市民ニーズを的確に把握するためのあ

らゆる手法・手段の見直し

（２）市民サービスの「質的改革」の推進

将来を見据えた、真に必要とする方への、より質の高いサービ

ス提供による市民満足度の一層の向上

市民ニーズの的確な把握によるサービスの優先順位付け

市民サービスについて、当初目的の薄れたものの見直しや、

図表(1) 「職員の意識改革が進んでいるか」についての市民アンケート

※図表中、各年度の〈 〉内の数値は、「そう思う」・「ある程度そう思う」の合計値。
また、《 》内の数値は、「あまりそう思わない」・「そう思わない」の合計値。
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設問 管理職（Ａ） 管理職以外（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

全設問 3.22 2.93 0.29

管理職を中心とした業務見直し 2.88 2.42 0.46

職場の方針・意思決定への参加 3.77 2.78 0.99

上司のマネジメントが十分 3.32 2.93 0.39

方針の周知 3.39 2.97 0.42

効率的な業務推進 2.96 2.63 0.33

図表(2) 働きやすさ・働きがいに関する職員アンケート

図表(3) 管理職とそれ以外の職員で差が大きかった設問

※全体の平均点が３点以下のものを抽出
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